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中国における高齢者福祉政策に関する予備的考察
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《要約》

本稿の目的は先行研究レビューを通して高齢者福祉政策を取り巻く制度的背景と研究状況を把握し，

今後研究を更に進めるべき課題を明らかにすることである。具体的には，先行研究を制度的背景とし

ての社会保障制度，福祉レジーム論と中国の位置づけ，中国の高齢者福祉政策という 3 つの研究群に

分けて論じる。まず，先行研究レビューを通して現代中国の社会保障制度の変遷，内容，特徴などを

明らかにする。次に，こうした社会保障制度は，エスピン - アンデルセン［Esping-Andersen 1990］

の福祉レジーム論においてどのような位置づけにあるのかについて先行文献を活用しながら検討する。

さらに，中国政府は高齢者介護問題に対してどのような政策で対応しているのかについて先行研究を

整理し高齢者福祉政策の現状と課題などを明らかにする。最後に，こうした先行研究レビューと，先

行研究に対する評価をふまえた今後の研究課題を提示する。

 

Ⅰ　中国の社会保障制度に関する研究
Ⅱ　福祉レジーム論と中国の位置づけ
Ⅲ　中国の高齢者福祉政策に関する研究
Ⅳ　先行研究に対する評価と今後の研究課題

今日多くの国で，少子高齢化時代に持続可能

な社会保障制度の構築が最大の政策課題となっ

ている。各国の国情・制度は異なるものの，現

役世代と高齢世代の公平化，社会保障関連費の

増大と経済財政との均衡を図ることが共通課題

である。限られた財源のなかでいかに「福祉提

供」と「経済成長」とのバランスをとるのかに

ついて，各国が制度改革を模索している。既存

福祉システムは高齢化社会の新しい課題に対応

する高齢者福祉政策の基底的な制度基盤を提供

している。このため，高齢者福祉政策を検討す

るにあたり，社会保障制度（福祉システム）及

びそれの福祉レジーム論における位置づけを検

討する必要がある。そこで，本稿は先行研究を

制度的背景としての社会保障制度（中国の福祉

システム），福祉レジーム論と中国の位置づけ，

中国の高齢者福祉政策という 3 つの研究群に分

けて論じることにしたい。

なお，先行研究で福祉政策，社会保障政策，

社会政策，社会的保護などの用語・概念は，よ

く同義的に使われており，本稿は先行研究の論

点を議論する際に，著者らが使った用語をその

まま引用する。また，福祉レジーム，福祉国家，

福祉国家レジームという言葉については，新川
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［2015］ が エ ス ピ ン - ア ン デ ル セ ン（Gøsta 

Esping-Andersen）の福祉レジーム論に基づい

て三者を区別している。具体的には，福祉レジー

ムとは，福祉を提供する主要な単位の組み合わ

せから生まれるものである。福祉国家とは福祉

レジームのなかで国家の福祉提供機能が強化さ

れた福祉レジームである。新川は福祉国家レ

ジームが福祉国家のタイプあるいは福祉国家類

型を指す場合が多く，福祉国家が福祉レジーム

の下位範疇，もしくは部分集合であるとしてい

る［新川 2015, 1-6 参照］。本研究は福祉レジーム，

福祉国家，福祉国家レジームについては，エス

ピン - アンデルセンの福祉レジーム論に基づく

新川［2015］の定義・分類を使うことにする。

その他，養老サービス，在宅サービス，社区サー

ビス，施設サービスなどの用語は，中国語から

翻訳された専門用語である。中国語の先行文献

では養老サービスが高齢者福祉サービス，高齢

者サービス，介護サービスなどと同義的に使わ

れており，在宅サービスが主として居宅介護

サービスを指し，社区サービスは地域・コミュ

ニティによる福祉サービス（主として介護サー

ビス），施設サービスは養老施設による介護サー

ビスを指している。

Ⅰ　中国の社会保障制度に関する研究

本研究は中国の社会保障について詳細な分析

を行うことを目的としていないが，既存福祉シ

ステムは高齢化社会の新しい課題に対応する高

齢者福祉政策に基底的な制度基盤を提供してい

るため，中国の社会保障制度（福祉システム）

を検討する必要があると考える。検討する際に，

次の 3 つの問いをめぐって先行研究をレビュー

することにしたい。①現代中国の社会保障制度

はどのような変遷をたどってきたのか，②計画

経済期と改革開放期における福祉政策はどのよ

うな内容・特徴があるのか，および③現在，中

国共産党が社会保障または福祉政策についてど

のように認識しているのか，という 3 つの問い

である。

まず，中国の社会保障制度はどのような変遷

をたどってきたのかについてみると，先行研究

では現代中国の社会保障制度の変遷を「国家保

障」（注1）から「社会保障」へと転換する過程であ

るとしてとらえるのが主流である［鄭 2002; 丁 

2017 など］。「国家保障」は職場の「単位」を経

由して行われていたので，「単位保障」とも呼

ばれている［鄭 2002］。具体的には，都市住民

は労働力配置・終身雇用の職業分配制度下で就

労をはじめとする住宅，年金，医療および様々

な生活サービスなどを含む低水準ながら充実し

た福祉を享受していた。しかし，農村住民は国

家福祉システム（国による社会保障制度）から

排除されており，自助共済の農村合作医療制度

や集団扶養の「五保」制度（注2）の福祉サービス

しか受けることができなかった［鄭 2019, 1-16］。

こうした農村の「集団保障」は本質上，集団組

織の構成員の相互扶助であると言われる［朱・

代 2020, 120-127］。鄭［2019］はこのような福祉

モデルを社会主義制度下における低水準の福祉

国家と呼んでいるが，田多［2004, 1-25］はこれ

がただ「生活保障制度」（基本生活を保障する制

度）にすぎないと述べている。ゴッコ，チン，フィ

リ プ ス［Ngok, Chan and Phillips 2008, 115-117］

は「単位」は基本的に生活全般に関わる福祉サー

ビスを提供しており，小型福祉国家のような存

在であったとも指摘している。一見して矛盾し
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た見解であるが，これは，鄭功成とゴッコらは

福祉の充実さ（生活全般にかかわる福祉サービス

を提供すること）に着目しているのに対して，

田多英範は福祉水準の低さを強調しているから

である。

また，改革開放期における社会保障制度につ

いては，社会保障制度が国有企業改革を支える

ものとして展開され，経済体制の転換に伴うリ

スクに対応するための社会安定装置とされてい

る［田多 2004］。特に国有企業改革の最中，模

索中の社会保障制度（注3）が統廃合された国有企

業の労働者の基本生活を保障し経済体制改革を

支えてきたので，経済体制転換の潤滑油とも言

われている［頼 1998］。しかし，胡錦濤政権期

に入ると，「和諧社会」（調和のとれた社会）の

提唱とともに，社会保障制度が経済建設の従属

物から社会建設の重要な課題へと変化していく
［魯 2017］。丁［2017］，鄭［2020］らによれば，

現在の社会保障制度においては自助，共助，公

助の要素を組み合わせた社会保険，社会扶助，

社会福利，社会優遇，住宅保障を含む社会保障

体系が形成され，「全国民カバー，基本保障，

多レベル，持続可能」という方針で，基本養老

保険，基本医療保険，最低生活保障を重点に制

度の健全化を進めている。

なお，改革開放期における中国の社会保障事

業の発展と変遷について，範［2019, 43-49］は

次の 4 つの段階に分類している。それは，「経

済建設を中心とし人民の基本生活を保障する時

期（1978 ～ 1991 年）」，「効率第一が強調され，

社会保障が経済開発に従属される時期（1992 ～

2002 年）」，「社会公平を重視し，経済発展水準

に見合った社会保障体系を構築する時期（2003

～ 2012 年）」，「持続可能な社会保障制度に向け

て，制度改革のトップレベルデザインを重視す

る時期（2012 年～現在）」という 4 段階論である。

とりわけ，習近平政権期になると，社会保障が

国家ガバナンスの重要な課題として格上げされ

る一方，国家統治の重要な手段として位置付け

られた［童 2017, 17-28; 丁 2019; 鄭 2017, 24-33］。

それでは，現在の中国共産党が社会保障に対

してどのように認識しているのかについてみる

と，魯［2017］は中国共産党の歴次党大会の政

治報告の文書を分析し，中国共産党の社会保障

に対する認識を検討した結果，社会保障制度は

社会安定・「和諧社会」の促進，政治的合法性
（political legitimacy）の補強において重要な役

割を果たしていると党が認識しているという
［魯 2017, 99-104］。中国共産党の公式理論におい

ても，社会保障問題が民生問題として認識され

ており，歴次党大会の政治報告では「民生改善」
（人民生活水準の改善）という言葉で表現されて

いる。そして「民生問題」が「政治信頼」（あ

るいは政権の正当化）と結びつくという認識が

なされている。例えば「党は経済を発展させな

い，人民の生活を改善しない，というのは死ぬ

道でしかない」という鄧小平の言葉がある（注4）。

そこで「民生問題」の改善の基底的条件は経済

発展によって提供され，経済建設が至上命題と

なる。したがって「貧困は社会主義ではない，

発展が遅いことも社会主義ではない」という認

識で経済発展と貧困対策は社会主義的政権の正

当化にとって重要となる。結果的に，社会主義

の「優越性」は「発展の速さと貧困の撲滅」に

よって体現され，社会主義の本質は「共同富裕」

を目指すところにあるという理論的帰結を導き

出すこととなる。
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Ⅱ　福祉レジーム論と中国の位置づけ

これまで中国の社会保障制度について検討し

てきた。こうした社会保障制度は，エスピン -

アンデルセンの福祉レジーム論においてどのよ

うな位置づけにあるのかについて，先行文献を

活用しながら検討する。それに加えて中国の福

祉モデルを解釈する先行研究を整理し，論理的

にまとめることにする。こうした作業を通じて，

中国における福祉政策の実態と効果，およびそ

の役割を明らかにすることにしたい。

1．福祉レジーム論と中国の位置づけ

福祉レジーム論における中国の位置づけを検

討する前提として，福祉国家や福祉レジームに

関する理論を概観する必要がある。福祉国家に

関する先行研究では，ティトマス［Titmuss 

1974］が社会政策（あるいは福祉国家）を，①残

余的福祉モデル，②産業的業績達成モデル，③

制度的再分配モデルという 3 つのモデル（注5）に

分 類 し て い る。 エ ス ピ ン - ア ン デ ル セ ン
［Esping-Andersen 1990］は，福祉国家に代わる

新しい概念として福祉レジーム論を提起し，社

会保障政策の特徴を政治的構造や経済レジーム

との連関で論じている。彼は，ヨーロッパ主要

先進国を脱商品化（注6），階層化（注7）という指標を

用いて，自由主義，保守主義，社会民主主義と

いう 3 つの福祉レジームに類型化した。なお，

福祉レジームという概念は各国が社会保障を推

進するという共通の目標に対して質的に違った

アプローチを採っているということを意味する
［エスピン - アンデルセン 2001, IV］。具体的には

「①家族自らが提供するサービス活動（子ども

や病人を家族内で世話をすることなど），②市場

活動（賃金や労働に結びついた福祉，市場で購入

された福祉），③政府の供給の 3 つである」［エ

スピン - アンデルセン 2001, IV］。つまり，「福祉

が生産され，それが国家，市場，家族の間に配

分される総合的なあり方」としての「福祉レジー

ム」の相違が，福祉国家の類型を決定するとい

う考えである［Esping-Andersen 1990, 8-35］。

こうしたエスピン - アンデルセンの福祉国家

三類型論は，世界的に大きな反響を呼んだが，

それだけにまた多くの批判を受けてきた［大沢 

2013, 6-28］。例えば，ヨーロッパ中心主義や理

論的なバイアスなどが批判されてきた。その内，

最も批判されたのはフェミニストからのもので

あり，特定の福祉国家を分類する方法について

の異議もある［エスピン - アンデルセン 2001］。

また，家族主義モデルが第 4 類型ではないかと

いう指摘が繰り返しなされてきた［Castles and 

Mitchell 1992; Siaroff 1994; Ferrera 1996］。 し か

し，エスピン - アンデルセンは，南欧や東アジ

アについて保守主義諸国以上に家族主義の色彩

が強いことを認めるものの，独立の類型という

より保守主義の下位範疇であると主張し，従来

の三類型論を維持している［Esping-Andersen 

1999］。

日本では新川敏光がエスピン・アンデルセン

の三類型論をふまえ，新たに家族主義を含む四

類型論を提唱している。新川［2011, 1-49］は，

脱商品化こそ，福祉国家を生み出す資本主義経

済の最も基底的な文脈であり，脱商品化指標を

維持し新たに脱家族化指標を加えれば，第 4 の

類型が生まれると主張している。図 1 の概念図

が示すように，家族主義モデルと保守主義モデ

ルとの間の大きな違いは，脱商品化の違いであ
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る。保守主義は職域ごとに異なる社会保険を

持っているとはいえ，各制度の給付水準の底上

げと平等化がみられる。しかし，家族主義にお

いては，公務員や一部の社会保険が特権的に寛

大な傾向がみられるものの，概して保障のレベ

ルは低く，小さな福祉国家にとどまる。社会サー

ビスも発達していないのが特徴である。そして，

女性は無償の家事労働に従事することが期待さ

れ，労働市場に参加する場合でも，周辺的な労

働力にとどまる傾向にある［新川 2014, 38 参照］。

図 1　4 類型の福祉レジーム論の概念図

（出所）新川［2014, 35］.
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そこで，中国を自由主義，社会民主主義，保

守主義レジームに当てはめてみると，党幹部・

公務員・公共事業単位職員などの体制内の者に

対する特権的な福祉は，保守主義レジームの特

徴を反映している。貧困人口や特別困窮者に限

定したミーンズテスト付きや所得制限付きの社

会保障給付（貧困対策を含む）は，自由主義の

特徴も反映している。そして，中国政府が税制

優遇を通して企業年金，企業補充医療保険（公

的医療保険の補完としての企業の民間医療保険）

を奨励し民間の私的福祉制度に補助しているこ

とも，自由主義モデルの典型的なやり方である。

また，非就業者を全員カバーする住民基本養老

保険・住民基本医療保険と，60 歳以上の高齢

者（非就業者）全員が国家基礎年金を受給でき

ることは，給付水準が極めて低いものの，普遍

主義の原則に立脚している。この点は社会民主

主義モデルの普遍主義と共通している。機関事

業単位養老保険，職工基本養老保険，住民基本

養老保険といった地位によって分立した社会保

険については，保守主義モデルと共通している。

しかし，中国の福祉レジーム類型を議論する

際に，中国が福祉国家であると言えるかどうか

が問題となる。資本主義経済，民主主義政治と

いった前提条件はさておき，近代化論によれば，

福祉国家は家族や共同体が福祉供給を独占して

きた伝統に対して機能的に代替するものとして

出現したものである［エスピン - アンデルセン

2001, X］。都市化，産業化に伴い家族が衰退し，

そのため福祉国家が社会的保護におけるギャッ

プを埋めている。現在，中国は欧米と同様に高

度に都市化，産業化されているものの，家族主

義が依然として非常に根強く残っている。親孝

行，敬老の文化，家族に対する扶養・介護の義

務は，中国では現在でも強調されている。これ

について，ハマライネン，チン，チョウは中国

の社会政策における儒教の家庭観念の影響を検

討した結果，現在の中国の福祉レジームは「儒

教主義」，「社会主義イデオロギー」，「個人主義」

の影響を受けながらも，家庭が福祉供給におい

て中心的な役割を果たしていると指摘している
［Hämäläinen, Chen and Zhao 2019, 224-239］。 ま

た，オウとリュウは中国の福祉政策における

ジェンダー問題を取り上げ，女性の家庭内の無

償労働（育児，家族介護，病人看護など）が中国

の福祉政策に貢献しており，女性の家庭内の無
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償労働は中国の家庭政策（家庭内における育児

や介護などへの支援政策）の空白を埋めている

と主張している［Wang and Liu 2020, 52-67］。

ここで，エスピン - アンデルセンの『福祉資

本主義の三つの世界』の日本語版への序文にお

ける言葉を借りれば，中国の福祉レジーム類型

についての結論に至らないのは，もう 1 つの理

由がある。それは，おそらく中国の福祉システ

ム（社会保障制度）はまだ発展途上にあり，完

成体の段階に到達していないことである。制度

的枠組が最近できたばかりであり，中国の福祉

システムは依然として，形が定まらない状態に

ある。とはいえ，中国の福祉ミックス（注8）の要

素は，強い家族主義であることに間違いはない。

この点では，新川の第 4 種類の家族主義モデル

に適合するのであろう。それ以外に，現在の福

祉国家の研究により，大部分の福祉国家は 1 つ

の純粋なレジームではなく，ハイブリッドケー

ス で あ る と 結 論 づ け ら れ て い る［Arts and 

Gelissen 2002, 137-158］。つまり，エスピン - ア

ンデルセンの福祉国家三類型はあくまでも純粋

なモデルであり，現実には多くの福祉国家が各

類型の要素を組み合わせているのであり，いわ

ば，福祉国家の多様性である。

2．中国の福祉政策モデルに関する諸解釈

まず，エスピン - アンデルセンの福祉レジー

ム論の影響を受けて，東アジア型福祉国家論が

主流である。東アジア型福祉国家論では，「儒

教福祉国家」（Confucian welfare regime），「開

発主義福祉国家」（Developmental welfare state）

ま た は「 生 産 主 義 福 祉 国 家 」（Productivist 

welfare regime），などの福祉モデルが提起され

ている。ジョンズは家族主義が中心となる東ア

ジアモデルに関して「儒教福祉国家」という福

祉レジームを提起している［Jones 1993,214］。

しかし，これに対しては，儒教に関する明確な

定義がなく，濫用されやすいものであるという

批判がある。例えば，過去に儒教主義は経済成

長の障害物と見なされてきたが，現在，儒教主

義は東アジアの経済成長を促していると認識さ

れている［White 1998, 7-8］。また，ホリデイと

トンは東アジア諸国において，社会政策（福祉

政策）が経済発展計画に組み込まれ，経済発展

の目標に従属させられており，経済成長を促す

政策ツールであると指摘し，「開発主義福祉国

家」または「生産主義福祉国家」という福祉レ

ジ ー ム を 唱 え て い る［Holliday 2000, 706-

723;Tang 2000］。これらの東アジア福祉国家論

では，中国もその一環として取り上げられるこ

とがあったが［大沢 2004］，これらの国際比較

を念頭においた理論枠組にうまく収まらなかっ

た［澤田 2015, 57-61］。ここには 2 つの原因があ

ると考える。1 つは中国が体制移行の最中にあ

り，1990 年代から 2000 年代に中国の社会保障

の解体と再建がまだ進行中であることが考えら

れる。もう 1 つは，中国の「特殊性」である。

エスピン - アンデルセンの『福祉資本主義の三

つ の 世 界 』， ホ リ デ イ と ワ イ ル デ ィ ン グ
（Wilding）の共著の『東アジアの福祉資本主義』

の書名が示すように，資本主義経済と民主主義

政治が福祉国家についての議論の前提とされて

いるが，中国は共産党一党支配の政治体制と国

有企業や土地公有制を基盤とする社会主義市場

経済であるために，異端的な存在となっている。

とはいえ，最近，中国の社会保障制度の枠組

が整えられるにつれて，中国の福祉システムの

類型化を試みる研究がなされている（注9）。ステ
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イン・リンゲンとキンルン・ゴクは中国の福祉

モデルについて，7 つの方面（注10）から検討し中

国の福祉政策の特徴を明らかにするとともに，

中国の福祉レジームの位置づけを試みた。彼ら

によると，「中国の社会保障政策は改革開放の

最初から経済体制改革への支えとして発足し，

現在でも経済発展への促進の役割を演じている。

社会保障政策はあくまでも経済発展を促す手段

で，経済政策の一部分として組み込まれるもの

である。新しい福祉レジームあるいは独創性を

有する福祉レジームは創出されていないが，短

期間で社会保障制度を構築したことが評価され

るべきだ」と指摘している［Ringen and Ngok 

2013］。モクとセンも同じ見解を示している。

彼らによると，2003 年以降「和諧社会」の提

出によって中央政府は民生を改善する強い政治

的意志（political will）を示しているが，中国の

福祉政策は，依然として社会権や市民権に基づ

く福祉提供ではなく，「経済成長」を促進する

ための手段とされている。「和諧社会」を建設

する政治キャンペーン下で，福祉政策を社会の

安定や政権のレジティマシーを補強するための

政策ツールとする強い政治的意志が示されても，

既存の福祉理念や福祉国家を根本的に革新する

ことはなく，中国の福祉システムが依然として

「父権主義的・実用主義的福祉システム」（パター

ナリズムとプラグマティズムが特徴である福祉シ

ステム）で継続していると結論付けている［Mok 

and Qian 2019, 100-114］。

それでは，福祉政策がどのように経済成長の

ために運用されているのかについてみると，エ

ン，チン，リは中国の西南地区の地区級市でイ

ンタビュー調査に基づき，2014 ～ 2017 年の福

利住宅計画を分析した上で，「企業家福祉国家」

と い う 福 祉 モ デ ル（Entrepreneurial welfare 

state）を提起している［Yan, Chen and Li 2020, 

603-622］。彼らは福祉政策を実施する地方政府

が福祉支出の責任者として福祉政策専用資金を

巧みに開発主義志向の産業政策に流用している

ことを根拠に，産業政策が福祉政策に偽装され，

住宅保障政策が企業への補助の一種となると指

摘している。具体的には，地方政府は企業投資

誘致や特定産業を補助するために，福利住宅を

特定企業に提供し社宅・社寮に使わせる。企業

に配分される福利住宅は 2012 年の 24.11 パー

セントから 2015 年の 84.61 パーセントに上昇

したが，福利住宅が低収入層家庭に分配された

割合は 15 パーセントだけである。成長の潜在

力が大きい企業ほど，GDP 成長への貢献率が

大きい企業ほど，ハイテック企業ほど，福利住

宅を分配される。このように住宅保障政策を「活

用」し，貧困層に提供するはずの福利住宅が産

業補助に使われている。こうした地方政府の行

動要因について，①中央政府の政策を現地の状

況に合わせるために地方政府に施策の裁量権が

付与されること，②経済成長主義志向の幹部考

査評価制度下で地方幹部が昇進のために様々な

工夫を凝らすこと，③福利住宅は企業のコスト

低減や人材確保につながり，経済成長や税収の

増収にも寄与すること，などを挙げている［Yan, 

Chen and Li 2020］。このため，住宅が最も関心

を集める社会課題ではないにもかかわらず，地

方政府が継続的に福利住宅開発に注力し，過剰

投資を行っている。確かに現在中国の各都市は

人材誘致のために人材住宅，熟年労働者住宅，

専門技術者住宅等の福利住宅の建設に腐心して

いる。しかし，中央政府からの財政移転の住宅

保障専用資金を流用するのがあくまでも個別現
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象であり，該当事例の市も戒告処分がなされた。

地方政府が自主財源で様々な人材住宅を建設す

ることは政策上，禁止されていなくも奨励され

てもいない。いずれにせよ，中国における福祉

政策の施策効果は，地方政府の施策意欲と財政

能力との 2 つによって規定されている。地方政

府は限られた財政予算では「経済成長」と「福

祉提供」のどちらを優先するのかという問題に

直面せざるを得ない。このため，地方政府は「経

済成長」と「福祉提供」の両者を統合する工夫

を凝らし，このような住宅保障政策の「活用」

が生まれた。

つまり，中央政府と地方政府では福祉政策に

対する認識・態度が異なる。中央政府は福祉政

策の役割，すなわち社会安定装置，政権のレジ

ティマシーの補強を期待しているのに対して，

地方政府は福祉支出の責任者として，経済成長

を重視する幹部考査評価制度下で福祉支出の拡

大に対するインセンティブを欠き，「福祉供給」

より「経済成長」を優先している。あるいは，

地方政府は「経済成長」と「福祉提供」とのジ

レンマに直面している。このため，中央政府は

福祉政策の遂行のために社会扶助などの福祉支

出を特定項目の財政移転交付範囲に指定し専用

資金を提供している。中央から交付された特定

項目財政移転専用資金の使途は特定されており，

流用してはならない資金である。例えば，都市

農村の統一の住民基本養老保険制度を構築する

ために，中央政府は中西部地区の基礎年金を全

額補助，東部地区の基礎年金を半額補助してい

る。その他，義務教育無償化，学生給食プラン，

農村義務教育の校舎の改築，各種社会扶助など

の福祉事業は中央財政移転交付資金によって展

開されている。

3．小括

ここまで述べてきた通り，中国の福祉モデル

は家族主義に依存するところが大きい。そして，

福祉政策は経済成長のために運用され，社会安

定や共産党政権の正当性の確保にとっても極め

て重要である。しかし，一人っ子世代の親が高

齢者になるにつれて，このような家族主義が中

心となる福祉モデルは崩れてしまうことが避け

られない。その結果，福祉提供における国家の

役割の拡大が求められる。しかし，現状では「安

定維持」（中国語：維穏体制）に依存する現体制

も統治コストが拡大している。今後，高齢化・

低成長時代を迎える中国共産党政権は「福祉提

供」の財源確保と「社会安定の維持」の統治コ

ストの拡大というジレンマに直面せざるを得な

い。したがって，高齢化社会課題に対応するた

めに低コストで持続可能な高齢者支援体制を模

索することは，必然的に中国政府の政策志向と

なると想定される。

なお，一人っ子政策による家族介護の機能の

弱体化に伴い，「介護の社会化」そして高齢者

福祉サービスに対する需要が益々拡大していく

と想定される。「介護の社会化」の不可逆的な

趨勢は党が設定している「高齢者養老問題は

個々の家庭によって解消すべき」（注11）という構

想と衝突し，その対策として，家庭の代わりに

社区（地域コミュニティ）の登場が期待されて

いる。つまり，「介護の社会化」は社区がより

処となることが期待されている。いわゆる，「在

宅を基礎に，社区をより処に，施設を補足とす

る」養老サービス体系を構築する政策枠組であ

る。それでは，こうした中国政府の設定した養

老サービス体系の政策枠組の実態はどのように

なっているのか，次節で先行研究を活用しなが
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ら検討することにしたい。

Ⅲ　中国の高齢者福祉政策に関する研究

これまで中国の高齢者福祉政策を取り巻く制

度的背景を把握するために中国の社会保障制度

及び福祉レジーム論におけるその位置づけにつ

いて先行研究を検討してきた。考察の結果，中

国の福祉レジームは「家族主義の強さ」と「経

済成長の優先」あるいは「政権の正当性の確保」

などの特徴があるとされてきた。しかし，少子

高齢化を迎える現在，このような福祉レジーム

は中国社会の直面する高齢化課題に対応しきれ

るのか，あるいはどのような変容が見られるの

かというのが，本節の問題意識である。本節は

こうした問題意識下で，中国政府は高齢者介護

問題に対してどのような政策で対応しているの

かについて先行研究を整理し高齢者福祉政策の

実態と課題を明らかにする。

1．中国高齢者福祉政策の枠組

中国政府は高齢者福祉政策の基本的な考えと

して，「在宅を基礎に，社区をより処に，施設

を補足とし，医療と養老とを連携させる」養老

サービス体系の構築を政策枠組としている。こ

の政策設計は，福祉レジーム論において家族主

義が中心となる政策志向であることに間違いは

ない。省級政府はそれを「9073」型，「9064」

型（北京市のみ）の 2 つのモデルに具現化しよ

うとしている。「9073」型高齢者支援体制とは，

「高齢者の 90 パーセントを在宅（家族が世話）で，

7 パーセントを社区（地域コミュニティが世話）

で，3 パーセントを高齢者施設で担う体制」で

ある。このような政策枠組は，明らかに家族介

護が基礎的な地位に位置付けられ，「家族介護」

が対応しきれない時に，社区が介護サービス提

供のより所として期待される。そして，施設介

護はやむを得ない選択として重度要介護者向け

の介護サービスを提供するという位置づけであ

る。つまり，この政策枠組は依然として中国の

福祉レジームの「家族主義の強さ」の特徴を反

映している。換言すれば，「介護の社会化」より，

「家族介護」の機能を強化させる中国政府の政

策志向が見られる。国際比較においてこうした

「家族介護」の機能を強化させる政策志向には，

中華圏の特徴が示されている。

例えば，シンガポール政府はケアの責任主体

を個人，家族，コミュニティという順序で位置

付けているが，「家族が高齢者介護の最も重要

な第 1 の担い手である」と定めている（注12）。また，

シンガポール政府はコミュニティケアを奨励し

ているが，これは家族介護を支えるためのサー

ビスをコミュニティで供給すると位置づけてお

り，あくまでも家族介護の補強手段でしかない

と指摘されている［安里 2009, 10-25］。その他，「両

親扶養法」（Maintenance of Parents Act）（1995年）

において「家族が高齢者の面倒を見るべき」と

定めるのみならず，家族介護を維持するために，

多世代の同居を推奨し同居世帯に所得税の控除

などのインセンティブを与えるなど，同居を推

奨する仕組みを構築している（注13）。さらに，い

まにも解体しそうな家族機能を維持・補強する

ために，外国人家事労働者雇用への優遇措置が

講じられ，現在，5 世帯中 1 世帯以上が家政婦

を雇っていると言われる（注14）。

このような事情は香港や台湾においても類似

している。安里［2008］によると，台湾ではシ

ンガポールと同じようにコミュニティ介護も整
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備されつつあるが，これらは「家族介護」を前

提とする介護サービスの基盤整備と指摘され，

シンガポールと同じ位置づけである。また家族

介護において「重度」以上の要介護者の半数が

外国人家事労働者を雇用しているという事実は，

外国人家事労働者が基盤である家族介護の中核

的な存在となっていることを示すと指摘される
［安里 2008］。香港においても外国人家事労働者

が家族をサポートしており，約 25 万人存在す

る外国人家事労働者のうち，11 万人以上は高

齢者・障害者介護に従事していると推測される

という（注15）。安里［2009］は，こうした中華圏

のシンガポール，香港，台湾における家族ケア

が外国人家事労働者に外部化されることを「家

族化政策」（注16）として認識している［安里 2009, 

10-25］。

これに対して，近年，中国では「家族介護」

の基礎地位を固めるべく「家庭養老ベッド」と

いう概念が提唱されている。「家庭養老ベッド」

とは，自宅で標準的な養老ベッドを設置・改造

し，家族介護を受けながら養老施設による専門

的介護サービス（遠距離サービスと訪問サービス）

を受け，養老施設の専門的介護サービスを「家

庭養老」領域に拡大することである。中国民政

部によると，1 つの「家庭養老ベッド」に投入

する費用は，1 つの養老施設の養老ベッドの 5

分の１に相当するという。つまり，「家庭養老

ベッド」は，養老施設に比べてコストを抑えら

れるだけでなく，養老施設の専門的なサービス

を住み慣れた環境で受けることができ，高齢者

が求める「養老不離家」（家から離れずに介護を

受ける）という現実的な要望にも合致している
［馬 2021, 13-14］。

総括して，中華圏においては時代の変化が，

「儒教」的な教えや伝統規範と入れ替わること

なく，家族がケアを生み出す供給源として活用

されている［安里 2009］。安里［2009］は，こ

うした家族の活用を促進するためのさまざまな

政策を，「伝統規範」を政府が戦略的に活用し

た「家族化政策」と呼んでいる。このような「家

族化政策」はエスピン - アンデルセンの福祉レ

ジーム論における政府，市場，家族という主要

なサービスの供給単位のなかで，家族に相対的

に強いウェイトを置き，そこに政策誘導するも

のであると言ってよい［安里 2009］。

それでは，このような家族の役割を最大限に

活用しようとする中国の高齢者福祉政策の実態

はどのようになっているのか，政策枠組に沿っ

て在宅サービス，社区サービス，施設サービス，

医療と養老とを連携させる「医養結合」，介護

保険制度の試行，農村地域における高齢者福祉

を個別に検討することにしたい。　

2．在宅サービス

在宅サービスは「家庭養老」（家族介護）へ

の補強である。90 パーセントの老人の介護は

個々の家庭によって解消されると期待されてい

る中国では，在宅サービスは高齢者介護政策体

系における基礎的地位であるとされている。向
［2006, 87-92］は中国の高齢者介護の行方につい

て，大都市の北京市と中小都市の栄成市におい

て，望まれる高齢者福祉政策に関する調査を実

施した結果，在宅養老支援サービスを実施すれ

ば，大半の人が老後に在宅養老を選び，介護者

について家族や家政婦より介護専門家の希望が

圧倒的に多かったことを示している。これは，

在宅養老が望まれること，福祉サービスの専門

性の向上及び福祉分野の人材育成が不可欠であ
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ることと示唆している。姜［2011, 1-9］は中国

全土で推進されてきた「在宅養老サービス事業」

の問題点について，貧困地域では若者は出稼ぎ

就業のため，高齢者ばかりが取り残され，その

結果，在宅養老サービスの需要がいっそう高

まっていると指摘し，人材の不足，サービス専

門性の低下は在宅養老サービス事業の展開を阻

害していると捉えている。

また，独自の調査データを用いた実証的な計

量分析の研究がある。たとえば，張［2015, 177-

193］は大連市の高齢者へのアンケート調査を

実施し，中国の在宅サービスの利用・非利用要

因について分析し，性別，医療保険種類，子ど

もの仕送り，子どもとの同居，介助の需要程度，

家族との交流などの変数とサービス利用との間

の関連を確認している。同じ計量分析手法を用

いた胡・大和［2017, 205-218］は天津市の社区

を対象とするアンケート調査を実施し，中国の

高齢者の在宅サービス利用意向の影響要因を分

析した結果，社会的ネットワークが在宅サービ

スの利用意向を低減することを明らかにしてい

るとともに，社区特性別に日常生活・医療ケア・

精神的援助・権利擁護等のサービス利用意向に

見合ったサービスを整備し人間関係やネット

ワークを構築し総合的な生活支援を行う必要性

を示唆している。

なお，張・韓［2019］は天津市の住民を対象

に高齢者福祉に関するアンケート調査を行い，

中国都市における高齢者福祉サービスの状況を

検討した結果，以下のようなことを明らかにし

ている。「①家族意識では，親世代は子供に面

倒を見てもらいたいが，一方では子供に負担を

かけたくないという思いもある。また子世代は

親を世話したいが，経済的，時間的な負担が大

きいという不安がある。②住み慣れた家で老後

生活を過ごしたい人が多く，在宅サービスが最

も適していると示唆される。③希望サービスで

は，訪問診療サービスと配膳サービスが最も望

まれている。④高齢者福祉サービス利用の不安

は『サービスの質が悪い』，『利用料金が高い』

ことを挙げている。⑤老後生活の不安について，

経済的な不安や子供に負担をかけることを心配

している」。つまり，中国では家族介護という

伝統的な考え方がまだ根強く残されている。同

時に，在宅サービスが求められる一方，サービ

スの質の低下と利用料金の高さが懸念されてい

る。

総括して，中国の高齢者は住み慣れた自宅で

老後生活を送りたい，そして可能であれば専門

的介護サービスを望んでいる。しかし，現状で

は在宅介護サービスの需要が膨大であるものの，

在宅介護サービスの供給量と質が不足している。

また，高齢者の消費能力が限定的であるために

在宅介護サービスの利用料金の高さが懸念され

ている。なお，子どもとの同居や家族との交流，

社会的ネットワークなどは在宅介護サービスの

利用意向を低減させる効果がある。以上は在宅

サービスを取り巻く現状である。

3．社区サービス（地域福祉）

社区は中国の高齢者福祉サービス提供のより

処として位置付けられ，在宅養老または家族介

護を支援する重要な役割を担うことが期待され

ている。例えば，穆光宗は「在宅養老 + 社区サー

ビス」（注17）の組み合わせは，都市養老のコスト

の低減をもたらすことを期待している［穆 

2000, 39-44］。李［2008, 42-46］は社区養老が低

コスト，効率性，操作可能というメリットを備
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えているとしている。いずれにせよ，多くの研

究者は「単位福祉」から「社区福祉」への転換

という観点で，社区サービスに期待している。

趙［2013］は，地域福祉（注18）の視点から長春

市における高齢者向け社区サービスの取り組み

について検討した。彼は，高齢者が活躍できる

環境づくりの役割を肯定する一方，近隣住民同

士等の非専門職による対応には限界があるとも

指摘している。それにもかかわらず，結論とし

て，地域の助け合い，支え合いによる地域福祉

の推進は不可欠であると主張している［趙 

2013, 45-62］。同じ長春市でフィールドワークを

実施した張・中山［2013］は社区居民委員会に

よる高齢者在宅サービスについて，下記のよう

なことを明らかにしている。「①養老サービス

担当職員が『公益性崗位』（注19）と位置づけられ，

職員全員が資格を持たず，研修や訓練もあまり

実施されていない。②在宅サービスの提供者は，

社区の養老サービス職員である。また社区内の

高齢者介護などのボランティア活動は社区の職

員が中心である。③ 22 項目のサービスのなか

では『通信機の設置』・『住宅の修繕』・『托老サー

ビス』（デイケア）3 項目のみ有料（非常に低廉）

であり，これら以外は全部無償で提供されてい

る」［張・中山 2013, 797-810］。張・中山［2013］

のフィールド調査の結果は趙［2013］の指摘し

た社区高齢者サービスの専門性の低さを裏付け

る一方，趙［2013］の期待している住民同士が

支え合う「地域福祉」との乖離があることを示

している。つまり，現状では社区高齢者サービ

ス及びそのボランティア活動は住民同士ではな

く，社区職員が中心となっていることがわかる。

また，郭［2018］も同様の見解を示しており，

養老サービス体系のより処とされる「社区福祉」

は，高齢者の社会関係の拡大と生き甲斐づくり

に役立つものの，介護サービスの供給主体には

なりえていないのが現状であると指摘している。

4．施設サービス

施設サービスは中国の養老サービス体系にお

いて補足の役割として位置付けられている。言

い換えれば，施設サービスは在宅サービスや社

区サービスが対応しきれない時に出場するもの

である。

穆光宗は中国の施設サービスの問題点につい

て，①施設サービスの供給が不足しており，全

体の利用率が低いこと，②赤字運営の養老施設

が多いこと，③専門人材が足りないこと，④多

くの民営施設の設備・環境が粗末であってサー

ビスの専門性が欠如していることなどを挙げて

いる［穆 2012, 31-38］。フィールド調査の研究で

は，呉敏は済南市において 65 歳以上の高齢者

及び養老施設に対してインタビューやアンケー

ト調査を実施し，施設サービスの現状を考察し

た結果，全体的に養老施設の利用率は低いが，

政府運営や事業単位運営の養老施設の入居率が

高い。そして，都市高齢者が農村高齢者より，

施設入所意欲が高いことが明らかになっている
［呉 2011］。馮佩珊等は広州市の養老施設に対す

る現地調査を通して，看護師などの従業員の供

給・需要の状況を考察した。考察の結果として

は，介護人材の不足が養老施設事業の発展を制

約する重要な要因となっており，現在の介護従

業員はほぼ低学歴の中高年女性が中心となって

いる。そして，介護業の離職率が非常に高いと

述べている［馮等 2015, 44-45］。また，康蕊は北

京市の養老施設と高齢者人口のそれぞれの空間

分布を分析し，都市中心部（市中）において高
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齢者が多いのに対して，養老ベッド数が過少で

ある一方，郊外においては養老ベッド数が多い

のに対して，高齢者人口が少なく空き率が高い

という状況を明らかにしている［康 2016, 36-

41］。つまり，養老施設の分布は高齢者人口の

分布と一致していない。任豫晋の実施した太原

市の調査でも同じ状況が示されている。任豫晋

の研究では施設設備・環境，従業員構成，利用

料金などと入居率との関連が確認されている
［任 2016］。

日本語文献では，畢［2010］，方ほか［2010］，

孟［2019］などのフィールド調査に基づく研究

が挙げられる。畢［2010］は，北京市と上海市

の事例を考察した結果，北京市と上海市は異な

る高齢者支援体制（注20）を整備しているものの，

次の 5 つの問題が共通している。「①介護施設

供給が高齢者介護ニーズに対応しきれていない

こと，②介護施設の画一化によって，サービス

の多様性に欠けていること，③介護職員が不足

し，特に専門知識と資格を持つ介護職員が足り

ないこと，④介護施設の地域分布に不均衡があ

り都市の中心区と郊外地区の施設の利用率にば

らつきがあること，⑤介護施設の財源が不足し

ていること」，以上の 5 点が挙げられている［畢 

2010, 131-152］。このフィールド調査は 10 年前

の調査であるが，現在でも基本的に中国都市部

の施設サービスの状況を反映しているといえる。

ここ 10 年，政府の政策支援下で高齢者福祉産

業が大幅な進展を遂げ，大都市における福祉供

給は拡大・多様化しているといえるが，中小都

市においては地域住民の消費能力が限定的であ

るために高齢者福祉産業の市場が 10 年前の北

京市や上海市の状況と変わらないのが実情であ

る。

また，方ほか［2010］は大連市の政府部門や

養老施設へのヒアリングを通して施設サービス

の現状を考察した。彼らによると，大連市の民

営施設は増え続けているが，入居率が低くて大

半の民営施設の経営状況は良くない。その一方

で，公営施設に入所するには 1 年ないし 2 年を

待つ必要があるという状況が明らかになってい

る。このような格差が生じた原因について，①

利用料金の差，②施設の設備とサービスの差，

③立地の差を挙げている。具体的には，「①民

営施設の使用料金は平均で公営施設より 15

パーセント 以上も高い。②大連市の 8 割以上

の民営施設はランクの低い『普通養老院』に分

類される。③民営施設の多くは土地の安い郊外

に集中している。そして，ハード面とソフト面

の整備が不十分のまま開業してしまう民営福祉

施設が多い」と指摘している［方ほか 2010, 15-

23］。

さらに，孟［2019］は広東省の高齢者福祉施

設の現地調査を実施し，高齢者福祉施設の現状

と問題点を検討した結果，養老ベッド設置目標

は達成されたものの，設置されたベッド数の 

50 パーセントが遊休状態だったことが明らか

になっている。この問題を解決するためには，

「介護者・看護師といった人材プールを強化す

ることによって養老サービスの品質向上等を実

現するソフト面が追い付かなければならない」

と指摘している［孟 2019］。確かに介護の専門

性の欠如，人材不足，養老サービスの質などの

ソフト面が追いつけない状況は養老ベッド利用

率の低下と関連しているかもしれない。しかし，

根本的には高齢者の消費能力が低いことによる

ところが大きいと考えられる。介護保険や介護

補助などを通して，高齢者の自費負担分の料金

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   5722-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   57 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



58

研究レビュー

を引き下げることができれば，利用者が増える

であろう。施設サービスの利用料金の引き下げ

を通じて有効需要を喚起するわけである。この

点は郭莉莉［2018］の研究で明らかにされてい

る。郭莉莉［2018］は民営施設について，入居

費用が高く，中低所得層の高齢者が入居するの

は難しい，という問題を明らかにしている。

なお，施設サービスは重度要介護者のために

存在するはずであるが，現状では多くの民営養

老施設は認知症や生活自立困難な高齢者を敬遠

している。例えば，河北省農村地域の互助幸福

院においては入居者が生活自立できない時には

退去しなければならないと規定されている。施

設介護は在宅介護や社区介護が対応できない時

に登場するものとしているにもかかわらず，現

在，高齢者福祉サービスの話をすると，その対

応は養老施設の養老ベッドを拡充するという形

で行われる。丁［2018］はこのような状況を在

宅介護の基礎的地位の希薄化と呼んでいる。丁
［2018］によると，大多数の高齢者が望んでい

るのは在宅サービスであるものの，在宅サービ

ス提供への政策支援が少なく，多くの財政資源

が養老施設補助に使われてしまう。つまり，養

老施設サービスは在宅サービスや社区サービス

に取って代わる動きがみられる。換言すれば，

補完的役割の「養老施設サービス」が主幹的役

割の「在宅サービス」に取って代わる傾向がみ

られる。このため，在宅養老の主体地位を政策

上で明確にしておく必要があると指摘している
［丁 2018, 25-28］。このような問題が発生した要

因について，養老施設サービスの拡充には明確

な養老ベッドの数値目標があるのに対して，在

宅サービスの拡充には明確な数値目標が提示さ

れていない（量化しにくい原因もある）ことを挙

げることができるであろう。地方政府及び主要

な党政幹部らが数値化された養老ベッド数の目

標の達成のために積極的に養老施設事業を支援

するあまり，「居宅介護」を支える在宅サービ

ス事業に十分に注意を払わなかった結果である。

今後，在宅サービス拡充のためには，在宅サー

ビス事業への政策支援が欠かせない。そして在

宅サービス拡充の目標を量化し行政業績評価制

度に組み込む必要がある。このことについて，

郭［2019］も同じ見解を示している。郭［2019］

によると，今後，多層的な高齢者サービスシス

テムを構築するにあたり，高齢者の実質的な

ニーズに着目し，社区在宅サービスに重点を置

き，公設民営や政府補助などの政策支援を行う

べきだと指摘している［郭 2019, 48-64; 林・梁 

2019, 4-12］。

これまでの先行研究をふまえて，高齢者サー

ビスの質・量の不足が発生するメカニズムにつ

図 2　中国における高齢者サービスの質・量の不足が発生するメカニズムの概念図

（出所）筆者作成。

高齢者消費能力の低下 業界利潤が低い

民間資本の市場参与意欲が低下

高齢者サービスの質・量の不足
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いて，次のように指摘することができる。社会保

障給付水準が低いため（または「未富先老」（注21）

が原因で），高齢者の消費能力が低下し，さら

にこれが高齢者福祉関連産業の業界利潤を低下

させている。その結果，民間資本の市場参与意

欲が低くなることで，市場供給の不足をもたら

している。また，業界の利潤が低いために高齢

者サービスの質を期待することができない（図

2 参照）。そこで，財源確保問題を解決するため

に，中国政府は 2016 年から介護保険制度の試

行を展開している。

5．介護保険制度の試行

中国では，全体に養老施設・養老ベッドの供

給が不足しているにもかかわらず，養老ベッド

の利用率が低い。孟［2019］の調査によれば，

先進地域の広東省においても設置された養老

ベッド数の 50 パーセントが遊休状態であった。

この原因について，根本的には高齢者の消費能

力の低下によるところが大きいと考えられる。

したがって，介護サービスの財源確保のために，

介護保険制度が必要となる。介護保険制度を構

築しない限り，中国の高齢者福祉産業の開発に

も限界があると断言できる。これは，高齢者の

低い消費能力が高齢者福祉サービスの有効需要

の拡大を制約しているためである。

先行研究では試行中の介護保険について，ど

のような議論がなされているのかについてみる

と，楊・杜［2018］は実験地域の介護保険の試

行に関する公文書を整理し，介護保険が医療保

険制度に依存し単独の制度ではなく，全国普及

するに値するモデルがまだ形成されていないと

指摘している［楊・杜 2018, 8-14］。胡［2018］

は上海市の 3 つの実験地域の現地調査を実施し，

試行されている介護保険制度は要介護認定，

サービス項目の設定などが曖昧であって，居宅

介護サービスが過少で，介護人材も不足してい

るなどの問題点を明らかにしている［胡 2018, 

84-92］。李・朱［2018］は南通市の介護保険制

度の試行を財源調達，要介護認定，コスト管理

などの方面から考察し，都市農村の一体化，要

介護認定の標準化について評価する一方，サー

ビスの専門性の低下，財源が医療保険基金に過

度に依存すること，保障範囲が狭いことなどの

問題点を指摘している［李・朱 2018, 50-57］。

張［2018］は中国の介護保険制度が試行され

る過程で直面している課題を，「①介護サービ

スの供給基盤の未整備，②介護人材の不足，③

農村部における高齢者の介護問題及び④独立性

を欠く財政制度」という 4 つの側面から検討し

ている。考察の結果，「①中国の介護保険制度

を全国に推進していく上で，介護人材の不足及

び介護サービスの供給基盤の未整備は，制度を

弱体化させる要因になる可能性が高い，②都市

部では介護保険制度が実施に移されてきたが，

農村部を置き去りにしている，③公的医療保険

基金を主要な財源とする介護保険制度は財政の

持続可能性が難しい」と指摘している［張 

2018, 109-120］。試行期間は，原則的に都市職工

医療保険加入者を対象に介護保険制度を実施す

ると定められているが，都市農村を問わずに住

民医療保険加入者を対象とする介護保険の試行

を行う地域もある。例えば，青島市，南通市，

蘇州市などを挙げることができる。そして，ま

だ試行期間なので，農村部を置き去りにしてい

るとは言えないであろう。

また，郭［2018］は介護保険制度に対する悲

観的な見解を示している。郭芳［2018］は試行
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中の介護保険モデル事業や介護サービス供給の

あり方を考察した結果，中国において介護保険

制度の実施可能性は極めて低いと結論付けてい

る。その理由として，「制度創設の政策志向が

不透明であること，サービスの供給基盤，特に

在宅介護の供給基盤が準備されていないこと，

そして限定された対象者，独立性に欠ける制度

運営と多様な制度内容など」を挙げている［郭 

芳 2018, 17-24］。この結論は大胆な判断であり，

中国の制度改革のプロセスや政策過程をみれば，

そういう判断には至らないのではないだろうか。

地方に任せて試行する一方，制度設計の見直し

も繰り返すのが中国の政策過程の特徴である。

6．医療と養老とを連携させる「医養結合」

中国では，介護ニーズと医療ニーズを併せ持

つ高齢者を地域で確実に支えていくために「医

養結合」（医療と養老との連携）を模索している。

1 人当たりの医療資源でみると，中国の病床と

医師の不足は大きな問題である。このため，医

療資源として有効に活用していくことが必要と

なる。高齢化の進行に伴う中国の高齢者人口は

急激に増加することが見込まれる。医療資源・

病床に対する需要が益々拡大していく将来，高

齢者が長期間病床を利用することを減少させる

ために，高齢者が養老施設の養老ベッドで医療

サービスを受けるという医療と養老とを連携さ

せる「医養結合」の構想が生まれる［張 2013, 

5496-5497; 符等 2013, 21-23; 朱 2017, 36-38］。一方，

一人っ子政策による「家庭養老」の機能が衰弱

していくなか，家族が高齢者の看病や病院付き

添いなどをするのは，時間的に困難となるため，

家族の立場からしても養老と医療を連携させる

「医養結合」が求められる［鄧・李 2018, 107-

114］。 

中国では，郭等［2005］が，「医養結合，持

続看護」という理念を唱えて以来，医療と養老

とを連携させる「医養結合」の必要性，具現化

のモデル，現状の問題点及びその対策などにつ

いての研究が展開されてきている［趙・方 2020, 

162-163］。現在，医療と養老を連携させる「医

養結合」はすでに中国の養老サービス体系に組

み込まれ，重要な政策方針となっている。これ

は，「医養結合」の健康管理を通して医療費抑

制につながることが期待されているためであ

る。 張・姫［2020, 38-43］によると，「医養結合」

とは高齢者のために介護サービスを提供すると

ともに医療サービスを提供することを指してい

る。「医養結合」は養老資源と医療資源とを統

合し効率的に利用することが目的であるという。

また李［2014, 33］によれば，現在，「医養結合」

を具現化するモデルは，①医療機構が養老施設

を開設する「医中有養」型，②養老施設に医務

室を配置する「養中有医」型，③医療機構と養

老施設や社区が合作協定を結び，巡回医療・看

護・健康管理を行う「医養一体化」型，という

3 つに大別される。

「医養結合」の施策の実態と効果に関して，姫・

張［2020］は，北京市の「医養結合」の養老資

源の空間分布について考察した結果，「養老施

設内に医療機構を設置する」モデルが都心部に

集中しており，「医療機構と養老施設との協力」

モデルが郊外部に集中していることを明らかに

した。そして，張・姫［2020］は，2016 年の北

京市養老機構調査データを用いて「医養結合」

サービスが養老施設の入居率を高める効果を確

認している。また，田中・暁東・西尾［2015］

は山西省人民病院の管轄地域の「社区看護」の
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現地調査を通じて中国の「医養一体化」モデル

を考察し，以下のようなことを明らかにしてい

る。山西省人民病院が「社区看護サービス」を

指導している一方，「社区看護」の人材育成の

役割も担っている。そして，山西省人民病院の

「社区看護サービス指導センター」は管轄地域

の「社区衛生サービスセンター」や「社区衛生

サービスステーション」を通して，すべての住

民のカルテを総括し集約している。つまり，地

域中核病院を核とし住民健康情報を一元化して

管轄下の連携体制を模索していることが明らか

になっている［田中・暁東・西尾 2015, 97-101］。

管轄下の住民の健康管理に積極的に関与し住民

の健康を保持・増進する役割を担っていること

により，地域の健康ビッグデータの構築を通し

てマクロの健康管理・研究も可能となると示唆

されている。

7．農村地域における高齢者福祉サービス

中国では 60 歳以上になると雇われないため，

農民工は 60 歳になる時点で農村に戻らなけれ

ばならない。このため，出稼ぎ労働者の流出が

続く農村地域においては，高齢者，未成年ばか

り取り残されている。このことにより，農村地

域の高齢者の養老問題が最も厳しい課題となっ

ている。農村地域の社会保障給付水準は非常に

低いので，高齢者の老後生活については家族に

頼らざるを得ない。例えば，農村住民基本養老

保険の基礎年金の月額（2018 年）は 80 元に過

ぎず，基本生活すら維持することができない低

水準にある。しかし，土地公有制度により農村

住民は年齢を問わず，1 人分の農地を配分され

る。高齢者は働けなくなるまで農業に従事し，

基本生活に必要な食糧・野菜・肉などを自給自

足できる。働けない時には，農地を貸出して農

地使用料をもらえる。これは，いわゆる土地に

よる基本生活保障である。中国の研究者はこれ

を農民の生活保障の最後の防衛線と呼んでいる。

つまり，農村地域では社会保障給付水準は低い

ものの，土地による生活保障や家族扶養の伝統

が存在しているから，経済的な扶養問題が特に

大きな課題にはならないが，真の問題となるの

は，働けない時の介護問題である。しかし，都

市化の進行に伴う「失地農民」の増加で，この

最後の防衛線が崩壊していると指摘されている
［宋 2018, 71-72］。また儒教主義的伝統文化の衰

退により，老親扶養・介護の責任を逃避する現

象が後を絶たないなどの問題が指摘されている。

とりわけ，人口流出が続くことで，「空巣老人」
（子どもが親離れで高齢者夫婦のみの世帯），「独居

老人」（一人暮らし老人）が増加の一途を辿って

いる。こうした状況にあるにもかかわらず，農

村地域における高齢者サービス提供は非常に少

ない［于・侯・蒋 2015, 53-57］。このため，政府

による高齢者サービスの提供拡大が求められて

いる。現状では，「五保老人」（注22）は国家が面倒

を見ることとなっているが，それ以外の老人は

土地による生活保障や家族に頼るしかない［覃 

2017, 69-72］。

なお，農村の養老事情については，「家庭養老」

の機能は衰退し，「社区養老」（注23）はまだスター

トしたばかりであり，公営施設サービス供給が

不足している一方，民営施設の入居率が極めて

低いという状況である［覃 2017］。こうした状

況のなか，農村地域では高齢者の相互扶助に基

づく「互助養老」，「老人食堂」，「村級互助養老

院」などの養老モデルを模索している［楊 

2015, 88-90］。これらの養老モデルは，いずれも
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日常生活で自立できる老人を対象とするもので

あり，農村地域では，「失能老人」（行動能力喪

失の老人）を重点対象とする養老サービス体系

を構築することが急務であると指摘されている
［黄 2016, 72-78］。

また，日本語文献では多くの研究が都市を中

心に展開しているが，農村地域に着目した研究

はそれほど蓄積されていないのが現状である。

数少ない文献では，劉［2010］は山東省日照市

の農村を調査対象地域として，中国農村におけ

る在宅高齢者の生活と扶養，敬老院入居者の生

活と扶養について考察した。郭芳［2018］は中

国農村地域の中間層高齢者の福祉サービスのあ

り方をめぐって，山東省寿光市の農村を調査対

象地域としたフィールドワークに基づき，日本

の小規模多機能ケアを参考に，地域住民を主体

とする「内発的発展」を志向する小規模・多機

能の「村宅老所」サービスモデルを提示してい

る。また，張［2017］は中国農村の地域福祉に

ついて，北京市，河北省，浙江省，甘粛省の 9

つの村の事例研究を通じて「私セクター（家族）

が主な担い手であり，民セクターが欠如し，官

セクターと協セクターが混合し，供給される」

と特徴づけている［張 2017］。

これまでの先行研究の検討は学術分野のもの

に限定されている。一方，日系企業が中国市場

に進出するために日本労働政策研究・研修機構

や様々な経済団体の総研による中国の社会保障
（社会保険など）を扱った研究・調査が多く蓄積

されている。特に最近，中国の高齢者福祉政策

やシルバー産業市場状況を把握するための調

査・研究が多くみられる。例えば，国際協力機

構（JICA）の『中華人民共和国高齢化問題に関

する情報収集 · 確認調査最終報告書』（2014 年 6 

月）は北京市，上海市，青島市，成都市，西安市，

大連市などの都市の高齢者福祉サービス状況や

対策の事例を取り上げて中国の高齢者サービス

事情の全体像を描くことを試みた。その他，日

本貿易振興機構の『中国高齢者産業調査報告書』
（2013 年 3 月），株式会社大和総研の『中国での

福祉用具レンタル制度構築事業実施に関する調

査報告書』（2016 年），自治体国際化協会の『中

国における高齢者福祉』（Clair Report No. 338）

（2009 年），経済産業省の「中国における高齢者

サービス事業実証調査プロジェクト報告書」
（2015 年）などの調査報告書が挙げられる。こ

れらの調査報告書は本研究にとって重要な参考

資料になる。

Ⅳ　 先行研究に対する評価と今後の研究
課題

これまで述べてきた先行研究は，社会保障・

高齢者福祉政策に関する研究の理論的基礎と研

究背景を提供しているが，以下のような問題点

が残ると考える。

①ここまでみてきた通り，先行研究では分析

手法としてほとんど制度的研究，事例研究，

フィールド調査などの質的な研究方法を採用し

ている。それらの研究は多くの示唆的な知見を

提示しているが，量的・数理的なエビデンスに

欠けていると言わざるを得ない。なお，計量分

析の研究が少ないとはいえ，独自の調査データ

を用いた実証的な計量分析の研究もみられる。

たとえば，張［2015］（大連市），胡・大和［2017］

（天津市）の研究がある。しかし，これらはい

ずれも特定の都市を調査対象とした研究であり，

全国の状況を把握する研究がみられなかった。
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そこで，今後の研究課題として，本研究は政策

枠組に沿って介護事情（家庭養老，社区養老，施

設養老）を全国範囲内における地域別（中国本

土の 31 省・直轄市・自治区）のサービス供給・

利用状況と個人レベルの使用状況・利用意欲の

視点から計量分析の手法を用いて検討すること

にしたい。なお，使用データは中国国家統計局

の『中国民政統計年鑑』と中国人民大学の『中

国社会綜合調査・居民アンケート調査』を用い

る。

また②社会保障・高齢者福祉政策における党

及び党の工作に留意している研究が極めて少な

い。中国の研究者らは党の社会保障・高齢者福

祉政策に対する認識を検討しているが，マクロ

レベルの分析に止まっており，ミクロレベルの

分析（注24）が足りないのが現状である。例えば，

沈［2014］は中国の福祉政策の形成における党

の演じている役割を分析している。魯［2017］

は社会安定・「和諧社会」の促進，政治合法性
（political legitimacy）の補強の方面から，党の

社会保障政策に対する認識・期待をとらえてい

る。これらの研究はマクロレベルで党の社会保

障政策に対する影響と期待などを検討したが，

党及び党の工作がどのように福祉サービス提供

や国民の社会保障感覚に影響を及ぼしているの

かというミクロレベルの研究がなされていない。

日本における中国の高齢者福祉政策に関する研

究の大半がフィールド調査や事例研究であって，

党及び党の工作を意識した政治学の視角からの

研究が少ないのである。このため，今後の課題

として，党及び党の工作を意識しながら，個人

属性だけではなく，党のイデオロギーやプロパ

ガンダ・宣伝工作，共産党員の政治資格や政治

的立場および政治意識から国民の社会保障感覚

の影響要因を探る。さらに各要因がどのような

関連をもつのか，またはどのようなプロセスや

メカニズムで作用しているのかを計量分析の手

法を駆使して明らかにする。

中国共産党は中国社会の中核であって，党が

すべてを領導するのが中国の最大の「特殊性」

であると言ってもよい。党の存在を無視して中

国研究は成り立たない。そのため，党の理論・

政府公文書・統計データ・現地調査などが中国

研究の基本的な手掛かりとなると考えられる。

中国の高齢者福祉政策に関して，中国の研究者

らは当局の政策動向を中心に研究を行っている

あまり，当局の政策関心に応じて研究テーマを

選んでいる。その点は，すでに張・呉・趙［2019, 

21-39］が行っている 2049 篇の CSSCI 文献に対

する計量分析で明らかになっている。そこで，

今後の研究課題として党の理論，政府の公文書，

政府統計データ，大学社会調査データ，独自の

現地調査を総合的に運用し，中国の高齢者福祉

政策の実態と実効性，各階層の福祉サービスの

感覚，高齢者生活満足度・幸福度における福祉

サービスの影響などを解明することにしたい。

党の理論・政府の政策枠組にこだわりすぎると

批判されるかもしれないが，党が中国のすべて

を支配しているのが中国の最大の実情である。

党・政府による政策主導が中国の高齢者福祉政

策の形成においても主役の役割を演じている。

そこで，今後の研究課題としては，中国共産党

政権の存続を前提に中国の高齢者福祉政策を検

討し，さらに党の統治力と直結している財政力

や高齢者福祉政策の財源に主眼を置きながら，

党及び党の工作を意識した計量分析の手法を駆

使して分析していくことにしたい。
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（注 1）国家保障は個人無拠出で，すべての福
祉費を国家によって負担するものである。
（注 2）「五保」とは衣食住医療葬儀を保障す

ることを指す。
（注 3）模索中の社会保障制度について，失業

保険の代用品の待業保険制度（「国営企業職工待
業保険暫行規定」），再就業センター制度，最低
生活保障制度などが挙げられる。
（注 4）鄧小平「在武昌，深圳，珠海，上海等

地的談話要点（一九九二年一月十八日―二月
二十一日）」『鄧小平文選　第三卷』人民出版社，
1993 年 2 月，370 ～ 383 頁。
（注 5）①残余的福祉モデルは，市場経済と家

族とでは満たせないニーズを残余的に充足する
もの，②産業的業績達成モデルは，経済活動を
補助するような社会福祉制度に重要な役割を与
えるもので，社会的ニーズは，功績や労働の業
績や生産性に基づいて充足するもの，③制度的
分配モデルは，ニーズ原則に則って普遍的サー
ビスを市場の外側で提供するものとみなされる。
（注 6）脱商品化とは，疾病や失業や加齢など

の理由で労働市場を離脱した人が生活を維持で
きるか否かの指標であり，給付の水準と受給資
格によって計測される。
（注 7）階層化とは，各人の階層や職種に応じ

た給付が行われた結果，格差が固定化されてい
るか否かの指標である。
（注 8）福祉ミックスとは，福祉サービスが，

公的部門，ボランタリー（非営利）部門，営利
部門，インフォーマル（家族を中心とする）部
門の異なる４部門から供給されている事実を指
して用いられている概念である［Johnson 1987］。
（注 9）中国では「社会保険法」（2010 年），「社

会扶助暫定条例」（2014 年）が制定されるにつ
れて，社会保障制度の枠組が基本的に整えられた。
（注 10）ステイン・リンゲン（Stein Ringen）

とキンルン・ゴク（Kinglun Ngok）は中国の福
祉システム（あるいは社会保障制度体系）を類
型化しようとする際に，次の 7 つの質問を使用

している。①中国は独創的な福祉モデルを構築
しているのか。新しい社会保護の原則を提出し
ていなくて，先進諸国の既存社会保障制度を導
入するだけである。新しい福祉モデルの方向性
が提示されていないので，中国モデルとは言え
ない。②中国は社会民主主義福祉モデルを構築
しているのか。中国の福祉政策の所得分配機能
は低下し，平等化能力が低い。③中国は福祉国
家に向かっているのか。「効率第一」が強調され
ており，福祉政策が経済発展の安定的な社会環
境を提供することにつながっている。そして，
地域・職域の分化，福祉サービスの低水準かつ
不公平・不平等，社会扶助率の低下などを挙げ
ている。④中国の福祉国家は家庭政策を含んで
いるのか。産休や育児休暇があるが，育児支援
制度が存在しない。家庭政策が欠如している。
⑤中国はハイブリッド福祉国家を構築している
のか。社会権に基づく社会扶助システムの欠如，
社会政策の設計の独創性の欠如などを挙げてい
る。あえて言えば中国の福祉国家は最も先進的
ではないモデルの混合体であるといってもよい。
⑥中国は自由主義あるいは保守主義的福祉国家
モデルを構築しているか。自由主義でもないし，
民間保険は補充養老保険と補充医療保険に限定
されている。体制内の者に特権的な福祉が提供
され，国家主義が強調される点は保守主義に近
い。⑦中国の福祉国家は秩序的であるのか，も
しくは破片的であるのか，全国一律の制度とし
て協調的に運営されるのか。社会保障管理シス
テムの分断化，破片化がよく批判されており，
戸籍登録地と居住地の不一致で社会保障サービ
スを受けることができない。上記の 7 つの問い
に対して，基本的に否定的な考えを持っている。
（注 11）鄧小平の「南方談話」（南巡講話） に

おいて次のような言葉（政治遺言とも言われる）
が残されている。「ヨーロッパ先進国の経験から
みれば，家庭がなくてはならない。家庭は良い
ものである。ヨーロッパの福祉国家は既に限界
に来ている。高齢化の進行に伴い，高齢者人口
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規模が大きくなり国家財政が賄いきれず，問題
が益々深刻化してゆく。我が国はやはり，高齢
者扶養・介護諸問題は個々の家庭に分散して解
消させるべきである」。倪德剛「未被整理到 “ 南
方談話 ” 要点中的 “ 要点 ”」中共中央党校『学習
時報』2014 年 6 月 23 日。
（注 12）Report of the Committee on Ageing 

Issues, 2006. Ministry of Social and Family 
Development, Government of Singapore.
URL:https://www.msf.gov.sg/publications/
Pages/Report-of-the-Committee-on-Ageing-
Issues-2006.aspx（2021 年 7 月 25 日閲覧）
（注 13）財団法人自治体国際化協会「シンガポー

ルの政策（2011 年改訂版）：福祉政策編」.http://
www.clair.or.jp/j/forum/pub/series/pdf/j41.pdf
（注 14）「日本以上の高齢化…シンガポールで

家 政 婦 が 増 え る 事 情 」『 サ ン ケ イ ビ ズ 』.
URL:ht tps : //www.sanke ib iz . jp/macro/
news/190116/mcb1901160650001-n1.htm（2021
年 7 月 25 日閲覧）
（注 15）2007 年，57 万人の家事労働者のうち（シ

ンガポール約 16 万人，香港約 24 万人，台湾約 
16 万人），約 32 万人以上が高齢者・障害者ケア
に携わっていると推測している［安里 2009, 10-
25］。
（注 16）安里［2009］によると，「家族化政策」

とは福祉のニーズに対処するため，政府が福祉
政策の充実よりも，あるいは充実とともに家族
の福祉機能を積極的に活用しようとする政策志
向である。
（注 17）「社区サービス業の促進に関する意見」

（「国務院関于加強和 改進社区服務工作的意見」
国発〔2006〕14 号）によれば，社区サービス業
とは「政府の提唱のもとで，社会成員の多様な
ニーズを満たすための，街道，鎮，居民委員会
と社区組織に基づく，社会福祉的な住民サービ
ス業である」。つまり，社区サービスとは，「政
府の指導のもとで，社区内の成員を動員し，互
助的な社会サービス活動を促進し，現地で当該

社区の社会問題を解決するものである」。
（注 18）地域福祉とは，それぞれの地域にお

いて人びとが安心して暮らせるよう，地域住民
や公私の社会福祉関係者がお互いに協力して地
域社会の福祉課題の解決に取り組む考え方であ
る。日本の「社会福祉法」は，地域住民，社会
福祉関係者等が相互に協力して地域福祉の推進
に努めるよう定めている。
（注 19）「公益性崗位」とは，労働能力はあるが，

再就職が困難である困窮者を救助するために設
置された職種であって現地戸籍保有者に限定さ
れるワークフェアである。
（注 20）北京市の「9064」型高齢者支援体制

と上海市の「9073」型とは，異なる高齢者支援
体制を採っている。
（注 21）「未富先老」とは，豊かになる前に高

齢化社会に突入したという意味である。
（注 22）農村地域においては働けない，収入

源がない，法的扶養者がない「五保老人」に対
して，政府は衣食住医療葬儀の保障を提供して
いる。
（注 23）「社区養老」は，家庭を中核とし社区

に依拠して家庭訪問介護と社区デイケアの 2 つ
の形態で高齢者にデイケア，生活介護，家政サー
ビス，精神ケアなどのサービスを提供すること
である。「社区養老」の特徴は，高齢者が住み慣
れた自宅・地域で生活して家族介護を継続しな
がら，社区養老サービスを利用するところにある。
（注 24）ミクロレベルの分析とは，党の具体

的な「工作」（中国共産党の専門用語）がどのよ
うに福祉政策に影響を及ぼしているのかを指し
ている。例えば，党の基層組織がどのように福
祉提供に影響を及ぼしているのか，党のイデオ
ロギー・宣伝工作がいかに国民の福祉感覚に影
響しているのか，党幹部・公務員はどのような
福祉特権を享受しているのか，などの課題があ
げられる。

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   6522-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   65 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



66

研究レビュー

文献リスト

〈日本語文献〉
安里和晃 2008.「介護従事者として統合される移住

労働者と結婚移民―台湾の事例から―」
神田外語大学異文化コミュニケーション研究
所編『異文化コミュニケーション研究』（19）
43-77.

― 2009.「東アジアにおけるケアの『家族化政
策』と外国人家事労働者」『福祉社会学研究』（6）
10-25．

エスピン ‐ アンデルセン 2000.『ポスト工業経済
の社会的基礎―市場・福祉国家・家族の政
治経済学―』渡辺雅男・渡辺景子訳  桜井書
店［Esping-Andersen  1999 の邦訳］.

― 2001. 『福祉資本主義の三つの世界―比較
福祉国家の理論と動態―』岡沢憲芙・宮本
太郎監訳　ミネルヴァ書房［Esping-Andersen  
1990 の邦訳］.

大沢真理 2013.「福祉レジーム論から生活保障シス
テム論へ」GEMC journal（9）6-28．

大沢真理編 2004.『アジア諸国の社会福祉戦略』ミ
ネルヴァ書房.

郭芳 2018.「中国の介護サービス供給と介護保険制
度の行方」『国際経済労働研究』73（11・12） 
17-24．

郭莉莉 2018.『日中の少子高齢化と福祉レジーム
―育児と高齢者扶養・介護―』北海道大
学出版会.

姜波 2011.「中国全土に推進される在宅介護サービ
ス事業の現状と課題」『川崎医療福祉学会誌』
21（1）1- 9．

胡宝奇・大和三重 2017.「中国都市部における高齢
者の在宅サービス利用意向及びその関連要因
―『社区』特性と社会的ネットワークを中
心に―」『Human Welfare』9（1）205-218．

黄勝偉 2018.「中国介護サービス政策体系構築の現
状と将来発展タスク」2018 年 10 月 23 日. 経済

産 業 省 HP. https://www.meti.go.jp/press/ 
2018/10/20181023010/20181023010-2.pdf（2020
年 11 月 20 日閲覧）.

向珊 2006.「中国における高齢者介護の行方につい
て―都市部を中心に―」『地域政策研究』

［高崎経済大学地域政策学会］8（4）87-92.
澤田ゆかり 2015.「（書評）『中国の社会福祉改革は

何を目指そうとしているのか―社会主義・
資本主義の調和―』『海外社会保障研究』

（192）57-61．
朱思琳 2004.「財政改革と中央政府の新たな役割

―積極的な財政政策の実施と社会保障制度
の構築―」田多英範編『現代中国の社会保
障制度』流通経済大学出版会．

新川敏光 2011.「福祉国家変容の比較枠組」新川敏
光編『福祉レジームの収斂と分岐』ミネルヴァ
書房. 

― 2014.『福祉国家変革の理路―労働・福祉・
自由―』ミネルヴァ書房.

― 2015.「福祉レジーム論の視角」新川敏光編
著『福祉レジーム』ミネルヴァ書房.

田多英範 2004.「生活保障制度から社会保障制度へ」
田多英範編『現代中国の社会保障制度』流通
経済大学出版会．

田中克子・カルデナス暁東・西尾ゆかり 2015.「中
国山西省人民病院の管轄地域『社区看護』の
視察から見る継続看護の現状」『大阪医科大学
看護研究雑誌』（5）97-101．

畢麗傑 2010.「中国都市部における高齢者介護の社
会化―北京市と上海市の事例研究を通じて
―」『立命館国際研究』23（1）131-152．

張建 2018.「中国における介護保険制度の試行現状
と課題」『岡山大学経済学会雑誌』49（3）109 
-120．

張程波 2015.「中国における在宅サービスの利用・
非利用要因―大連市の高齢者へのアンケー
ト調査を元に―」『社会分析』（42）177-193．

張紀南・韓懿 2019.「中国における高齢者福祉の現
状および問題点に関する分析―天津市住民

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   6622-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   66 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



 67

多国間統計分析と国内事例研究による混合手法研究レビュー

を対象にアンケート調査を中心に―」『城西
現代政策研究』12（1）83-105．

趙氷 2013.「長春市における高齢者向け社区サービ
スに関する研究」『総合政策論叢』［島根県立
大学総合政策学会］（25）45-62．

張秀敏・中山徹 2013.「社区居民委員会事務所によ
る高齢者在宅サービスに関する研究―中国・
長春市を事例として―」『日本家政学会誌』
64（12）797-810．

張継元 2017.「中国農村地域における地域福祉の実
態と課題」富士ゼロックス株式会社 小林基金.

沈潔 2014.『中国の社会福祉改革は何を目指そうと
しているのか―社会主義・資本主義の調和
―』ミネルヴァ書房.

方蘇春・富川拓・野本茂・塚本五二朗 2010.「中国
における高齢者福祉の現状に関する一考察」

『聖泉論叢』（18）15-23．
孟健軍 2019.「経済社会構造転換に伴う高齢化政策

に関する一考察―中国広東省 F 市 J 区の高
齢者福祉施設の現地調査に基づく―」経済
産業研究所.

　　https://www.rieti.go.jp/jp/publications/
dp/19j026.pdf（2020 年 12 月 10 日閲覧）．

劉燦 2010．『現代中国農村の高齢者と福祉―山東
省日照市の農村調査を中心として』日本僑報社．

労働政策研究・研修機構編 2019.『データブック国
際労働比較 2019』．

〈英語文献〉
Arts, W. and J. Gelissen 2002. “Three World of 

Welfare Capitalism or More? A State-of-the-
Art-Report.” Journal of European Social 
Policy 12（2）: 137-158.

Carrillo, Beatriz 2017. Handbook of Welfare in 
China. Edward Elgar Pub. 

Castles, F. and D. Mitchell 1992. “Identifying 
Welfare State Regimes.” Governance （5）: 1-26.

Cook, S., N. Kabeer and G. Suwannarat eds. 2003. 
Social Protection in Asia. Delhi: HarAnand 

Publications.
Crosland, C.A. R. 1967. The Future of Socialism. 

New York: Schocken.
Duckett, Jane 2003. “China’s Social Security 

Reforms and the Comparative Politics of 
Market Transition.” Journal of Communist 
Studies and Transition Politics 19 （1）: 80-101.

Esping-Andersen, Gøsta 1990. The Three Worlds 
of Welfare Capitalism. Princeton, New Jersey: 
Princeton University Press. 

―― 1999. Social Foundations of Postindustrial 
Economies. Oxford University Press. 

Ferrera, Maurizio 1996. “The Southern Model in 
Social European.” Journal of  European Social 
Policy （6）: 17-37.

Hol l iday,  Ian 2000 .  “Productivist Welfare 
Capitalism: Social Policy in East Asia.”  
Political Studies 48 （4）: 706-723.

Johnson, Norman 1987. The Welfare State in 
Transition. Wheatsheaf: Brighton（『福祉国家
のゆくえ―福祉多元主義の諸問題―』青
木郁夫・山本隆訳　法律文化社　1993 年）.

Jones, Catherine 1993. “The Pacific Challenge.” In 
New Perspectives on the Welfare State in 
Europe, edited by Catherine Jones. London: 
Routledge. 198-217.

Hämäläinen, Juha, Honglin Chen and Fang Zhao 
2019. “The Chinese Welfare Philosophy in 
Light of the Traditional Concept of Family.” 
International Social Work 62 （1）: 224-239.

Korpi, Walter 1983. The Democratic Class 
Struggle. Routledge Kegan & Paul.

Lipset, S.M. 1960. Political Man. New York: 
Doubleday, Anchor.

Ministry of Social and Family Development, 
Government of Singapore 2006. Report of  the 
Committee on Ageing Issues. URL:https://
www.msf.gov.sg/publications/Pages/Report-
of-the-Committee-on-Ageing-Issues-2006.aspx

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   6722-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   67 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



68

研究レビュー

（2021 年 7 月 25 日閲覧）.
Mok, Ka Ho and Jiwei Qian 2019. “A New Welfare 

Regime in the Making? Paternalistic Welfare 
Pragmatism in China.” Journal of European 
Social Policy 29 （1）: 100-114.

Muller, Wolfgang and Christel Neussuss 1973. 
“The Illusion of State Socialism and the 
Contradiction between Wage Labor and 
Capital.” Telos （25）（Fall）.

Ngok, K., C. K. Chan and D. Phillips 2008. Social 
Policy in China: Development and Well-being. 
Bristol: Policy Press.

O’Connor, James 1973. The Fiscal Crisis of the 
State. New York: St Martin’s Press.

Offe, C. 1972. “Advanced Capitalism and the 
Welfare State.” Politics and Society （4）. 

Parkin, F. 1979. Marxism and Class Theory: A 
Bourgeois Critique. London: Croom Helm.

Piven, Frances Fox and Richard Cloward 1971. 
Regulating the Poor. New York: Vintage.

Ringen, Stein and Kinglun Ngok 2013. “What Kind 
of Welfare State Is Emerging in China?” 
UNRISD Working Paper 2013-2.https://
media.suub.uni-bremen.de/handle/elib/4177

（2020 年 12 月 1 日閲覧）.
Siaroff, Allan 1994. “Work, Welfare, and Gender 

Equality: A New Typology.” In  Gendering 
Welfare States, edited by Diane Sainsbury. 
London: Sage. 82-100.

Tang, Kwong-Leung 2000. Social Welfare 
Development in East Asia . New York: 
Palgrave.

Titmuss, Richard M. 1974. Social Policy: An 
Introduction. London: George Allen & Unwin 
Ltd.

Wang, Yingqi and Tao Liu 2020. “The ‘Silent 
Reserves’ of the Patriarchal Chinese Welfare 
System: Women as ‘Hidden’ Contributors to 
Chinese Social Policy.” International Journal 

of Environmental Research and Public Health 
17 （15）: 52-67.

White, Gordon 1998. “Social Security Reforms in 
China: Towards an East Asian Welfare    
Model?” In The East Asian Welfare Model. 
Welfare Orientalism and the State, edited by 
Roger Goodman, Gordon White and Huck-Ju 
Kwon. London and New York: Routledge. 
175-198.

Wilensky, Harold L. 1975. The Welfare State and 
Equality: Structural and Ideological Roots of 
Public Expenditures. Berkeley: University of 
California Press （『福祉国家と平等，公共支出
の構造的・イデオロギー的起源』下平好博訳  
木鐸社  1984 年）.

Yan, Xiaojun, Chen Hanyu and Li La 2020. “Is the 
Chinese ‘Entrepreneurial Welfare State’ an 
Industrial Policy in Disguise?” Third World 
Quarterly 41 （4）: 603-622. 

〈中国語文献〉
崔樹義・楊素雯 2019.「健康中国視域下的“医養結合”

問題研究」『東岳論叢』40 （6）: 42-51+191-192．
丁建定 2017.「改革開放以来党対社会保障制度発展

道路的認識」『社会保障研究』（6）: 11-17．
― 2018.「居家養老服務発展需要重視的几个問

題」『開放導報』（6）: 25-28．
― 2019.「作為国家治理手段的中西方社会保障

制度比較」『東岳論叢』（4）: 27-33+193．
鄧大松・李玉嬌 2018.「医養結合養老模式―制度

理性，供需困境與模式創新―」『新疆師範大
学学報』（漢文哲学社会科学版）（1）: 107-114．

符美玲等 2013.「从長期住院研究談構建 “ 医養結合 ”
照護体系的必要性」『中国医院』17（11）: 21-23．

範叢 2019.「中国共産党社会保障理念的演進及思考」
『当代世界社会主義問題』（2）: 43-49．

馬麗萍 2021.「家庭養老床位―需求引領 創新駆
動 支撑家庭養老功能―」『中国社会工作』（8）: 
13-14．

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   6822-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   68 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



 69

多国間統計分析と国内事例研究による混合手法研究レビュー

馮佩珊等 2015.「广州市養老機構護理員供需現状及
其分析」『経済師』（7）: 44-45．

郭 林 2019.「 中 国 養 老 服 務 70 年［1949—2019］
―演変脉絡，政策評估，未来思路―」『社
会保障評論』（3）: 48-64．

郭東・李惠優・李緒賢・官計彬 2005.「医養結合服
務老年人的可行性探討」『国際医薬衛生導報』

（21）: 43-44．
胡蘇雲 2018.「長期護理保険制度試点実践―上海

案例分析―」『華東理工大学学報』（社会科
学版）33（4）: 84-92．

黄楓 2016.「農村失能老人現状及長期護理制度建設」
『中国軟科学』（1）: 72-78．

姫飛霞・張航空 2020.「北京市医養結合養老資源空
間均衡研究」『中国衛生政策研究』13（10）: 7-13．

康蕊 2016.「養老機構與老年人需求分布的結構性矛
盾研究―以北京市為例―」『調研世界』（11）: 
36-41．

頼德勝 1998.「社会保障―改革的潤滑剤―」『粤
港信息日報』3 月 15 日．

林閩鋼・梁誉 2019.「我国社会福利 70 年発展歴程
與総体趨勢」『行政管理改革』（7）: 4-12．

李学斌 2008.「我国社区養老服務研究綜述」『寧夏
社会科学』（1）: 42-46．

李新平・朱銘来 2018.「南通市基本照護保険―制
度設計，運行效果及前瞻―」『社会保障研究』

（3）: 50-57．
李芳晨 2014.「北京力推医養結合模式」『中国医院

院長』（18）: 33．
李健生 2019.「大健康趨勢下発展医養結合養老服務

的理論探索與実践創新―以广西為例―」
『改革与戦略』35（1）: 26-32．

李玉蓮・李長遠 2018.「健康老齢化背景下医養結合
養老服務模式的優化策略」『社会福利』（5）: 20-
25．

魯全 2017.「中国共産党対社会保障認識的変遷與発
展（1997-2017）」『国家行政学院学報』（6）: 99-
104．

穆光宗 2000.「中国伝統養老方式的変革和展望」『中

国人民大学学報』（5）: 39-44．
― 2012.「我国機構養老発展的困境與対策」『華

中師範大学学報』（人文社会科学版）（2）: 31-38．
倪德剛 2014.「未被整理到 “ 南方談話 ” 要点中的 “ 要

点 ”」中共中央党校『学習時報』6 月 23 日.
任豫晋 2016.「太原市機構養老資源供給現状及老年

人口空間分布研究」［D］山西医科大学.
宋清楽 2018.「農村家庭養老問題研究綜述」『改革

與開放』（4）: 71-72．
覃国慈 2017.「近年来農村養老服務研究綜述」『社

会科学動態』（4）: 69-72．
童星 2017.「国家治理現代化進程中的社会保障」『社

会保障評論』（7）: 17-28．
呉敏 2011.「基于需求與供給視角的機構養老服務発

展現状研究」［D］山東大学.
王寒・孫堂厚 2020.「新中国社会保障制度的変遷與

啓示」『人民論壇 · 学術前沿』（12）: 104-107．
楊菊華・杜声紅 2018.「長期照護保険資金筹措―

現状，困境與対策思考―」『中国衛生政策研
究』11 （8）: 8-14．

楊成波 2015.「農村居家養老服務供給模式和対策建
議」『農業経済』（11）: 88-90．

于穎・侯麗媛・蒋梓淇 2015.「農村空巣老人養老服
務供給中郷鎮政府職能的研究述評及啓示」『北
京化工大学学報』（社会科学版）（4）: 53-57．

朱楠・代瑞金 2020.「中国社会保障制度的歴史演変
和規律考察」『西北大学学報』（哲学社会科学版）
50 （4）: 120-127．

朱恒鵬 2017.「医養結合 ” 的痛点在 “ 医 ” 不在 “ 養 ”」
『中国財政』（24）:36-38．

張立平 2013.「把老年 “ 医養結合 ” 養老服務做成最
美的夕陽産業」『中国老年学雑誌』（21）: 5496-
5497．

張航空・姫飛霞 2020.「養老機構開展医養結合服務
能提高入住率吗―以北京為例―」『中国衛
生政策研究』13 （3）: 38-43．

趙哲愚・方金 2020.「我国農村医養結合養老服務研
究綜述」『中国集体経済』（22）: 162-163．

張平・呉子靖・趙萌 2019.「中国城市社区治理研究

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   6922-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   69 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



70

研究レビュー

的発展態勢與評価 ―基于（1998-2017 年）
2049 篇 CSSCI 的文献計量分析―」『治理研
究』（1）: 21-39．

鄭功成 2002.『中国社会保障制度変遷與評估』中国
人民大学出版社.

― 2009.『从企業保障到社会保障―中国社会
保障制度変遷與発展―』中国労働社会保障
出版社.

― 2017.「社会保障與国家治理的歴史邏輯及未
来選択」『社会保障評論』（7）: 24-33．

― 2019.「中国社会保障 70 年発展（1949-2019）
―回顧與展望―」『中国人民大学学報』（5）:  
1-16．

― 2020.「中国何以建成世界最大社会保障体系」
『人民日報』11 月 2 日第 9 版．

鄭秉文・高慶波・于環 2010.「新中国社会保障制度
的変遷与発展」『社会保障緑皮書―中国社会
保障発展報告 2010，No.4―』社科文献出版社. 
1-52．

（常州大学瞿秋白政府管理学院専任講師・慶應

義塾大学法学研究科助教〔有期・研究奨励〕，

2021 年 1 月 26 日受領，レフェリーによる審査

を経て，2021 年 8 月 11 日掲載決定）

22-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   7022-01-195　045_研究レビュー-黄璋様.indd   70 2022/03/08   午前 11:58:512022/03/08   午前 11:58:51



 71

Abstract

Welfare Policies for the Elderly in China: A Prelim-
inary Study

Huang Zhang

　　This paper reviews previous research to grasp the institutional background surrounding welfare 

policies for the elderly in China and the current state of research on such policies, as well as to identi-

fy issues that should be researched further in the future. Specifically, the paper divides existing re-

search into three groups: the institutional background of the social security system; welfare regime 

theory and how it applies to China; and China’s welfare policies for the elderly. The first group clari-

fies the changes, contents, and characteristics of the social security system in contemporary China. 

The second group examines the position of these social security systems based on Esping-Andersen’s 

(1990) welfare regime theory. The third group summarizes previous research on how the Chinese 

government has responded to the problem of elder care and clarifies the current state of welfare poli-

cies for the elderly and related challenges. Finally, future research topics are presented.

22-01-195　071_英文要旨-黄璋様.indd   7122-01-195　071_英文要旨-黄璋様.indd   71 2022/03/01   12:02:202022/03/01   12:02:20


